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第１ 適用範囲 
１ 本手続きの適用範囲は、西日本高速道路株式会社（以下「会社」という。）が管理する道路におけ

る次の各号に定める維持管理役務のうち、条件付一般競争に付するものとする。 
一 料金収受業務 通行者への通行券類の交付、通行者からの通行料金の徴収・保管・収納、入口・

出口の適正な車線開放、通行不適格車両、不正通行車両及び料金支払不能者に対する処理、料金

収受機械及び ETC 機器の監視･保安に関する業務並びに異常発生時の初期対応、通行禁止・制限・

交通情報に関する情報提供装置の操作及び料金所における広報、通行車両や外部機関からの道路

の損壊・交通事故・異常気象に関する情報の報告、お客様からの問合せに対する情報提供及び案

内、通行券類の保管・管理等を実施する業務 
 二 交通管理業務 「交通管理業務実施要領」（平成１７年要領第１２号）に基づき巡回等を実施す

る業務及び「法令違反車両取締等業務実施要領」（平成１７年要領第１１号）に基づき違反車両の

取締等を実施する業務 
 三 施設保全管理業務 「施設保全管理業務事務取扱要領」（平成１８年要領第６０号）に基づき水   

質に関する特殊検査等を実施する業務 
２ 次に掲げる場合は、条件付一般競争入札方式により入札・契約手続を行うものとする。 
 一 競争入札により契約の相手方を決定する場合で、契約責任者が必要と認めたもの。 
 二 会社法（平成１７年法律第８６号）第４４０条第１項又は第２項に定める公告の写し若しくは

同条第３項に定める電磁的記録に記録された情報の内容を記載した書面の未提出により、次年度

の契約の相手方として不適当と判断された場合における次年度契約。 

 三 業績評価結果により、次年度の契約の相手方として不適当と判断された場合における次年度契

約。 

 四 重大な不祥事や事故を起こしたことにより、次年度の契約の相手方として不適当と判断された

場合における次年度契約。 

 五 条件付一般競争入札後、当該落札業者を相手方とした随意契約を１回行った後の次年度契約。 

 

第２  競争に参加するための要件 

１ 契約責任者は、維持管理役務を条件付一般競争に付する場合は、競争に参加する資格があると確

認するために必要な要件を定めるものとし、当該業務の条件付一般競争入札に参加を希望する者（以

下「入札参加希望者」という。）に業務提案書又は技術資料（以下「業務提案書」という。）を添付

した競争参加資格確認申請書（別記様式１）（以下「申請書」といい、業務提案書等を併せて「申請

書等」という。）の作成及び提出を求めるものとする。 
２ 申請書等の提出期間は維持管理役務の種類ごとに定めるものとし、次の各号に定める期間を標準



とする。（へ） 
 一 料金収受業務 ３０日 

二 交通管理業務 ３０日 
 三 施設保全管理業務 ２０日 

３ 前項の提出期間は、技術審査要領又は入札説明書（以下「技術審査要領」という。）の交付を開始

した日の翌日から起算するものとする。なお、提出期間には行政機関の休日に関する法律（昭和６

３年法律第９１号） 第１条に規定する行政機関の休日（以下「休日」という。）を含む。 
 
第３ 競争参加資格 
  契約責任者は、次に掲げる事項を西日本高速道路株式会社契約規程実施細則（平成１７年細則第

７号。以下「契約細則」という。）第１３条の規定に基づき、公告するとともに、技術審査要領にお

いても明らかにするものとする。 

 （１）契約細則第６条の規定に該当しない者であること。 
 （２）申請書等の提出期限の日（提出期限の日を含む。）から落札者を決定する日（決定する日

を含む。）までの期間に、維持管理役務、物品・役務及び労働者派遣における取引停止事務

処理要領（平成２１年要領第１５０号）に基づく取引停止の対象者に該当しない者である

こと。 
 （３）入札公告の日から過去３ヶ月以内に発行された納税証明書（国税通則法施行規則別紙第９号

書式（その３、その３の２、その３の３のいずれか）をいう。）の写しを提出した者であること。 
（４）維持管理役務ごとに定める技術審査要領に記載された事項が適格であること。 

 （５）知識審査（維持管理役務の種類により「知識確認」という。以下同じ。）に関すること。（知

識審査を実施する場合） 
（６）技能審査（維持管理役務の種類により「技能確認」という。以下同じ。）に関すること。（技

能審査を実施する場合） 
 （７）知識審査及び技能審査（維持管理役務の種類により「知識審査」のみを実施する場合を含む。

以下同じ。以下「技能審査等」という。）の結果に基づき、当該維持管理役務を適正に遂行する

能力を有すると認められた者を、案件ごとに定める配置一覧表等のとおり、それぞれの職位に

応じ、必要人員数を契約期間中継続して配属できること。（技能審査等を実施する場合。） 
 （８）配置予定者等に関する誓約書を提出していること。（誓約書の提出を求める場合。） 
 （９）警察当局から、暴力団員等が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずるものとして、公共

工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと。 
 

第４  業務提案書の内容 
  業務提案書の内容は、次に掲げるものの中から、当該業務の特性等に応じて業務審査会又は技術

審査会（以下「業務審査会等」という。）で設定し、競争参加資格等審査委員会の審議を経て、契約

責任者が決定する。 
（１）配置予定者又は受審者のリスト又は履歴 
（２）業務実施の計画又は方法及び手法 
（３）その他契約責任者が必要と認める事項 

 



第５  入札公告 

  契約責任者は、維持管理役務を条件付一般競争に付そうとする場合は、次に掲げる事項を含む入

札公告を作成し、電子的媒体へ掲載するものとする。 
（１）業務概要 
（２）技術審査要領その他業務に関する関連図書（以下「作成要領等」という。）の入手方法に関す

る事項 
（３）申請書等の作成及び提出に関する事項 
（４）業務提案書の審査に関する事項 
（５）技能審査等に関する事項（技能審査等を実施する場合） 
（６）競争参加資格 
（７）競争参加資格の確認に関する事項 
（８）入札書の提出期限、場所及び方法並びに開札の日時及び場所 
（９）落札者の決定方法（料金収受業務及び交通管理業務の場合） 
（10）その他契約責任者が必要と認める事項（申請書等に関するヒアリングを実施する場合はヒア

リングの日時等） 
 
第６  技術審査要領の交付及び内容 
１ 契約責任者は、公告後速やかに、次項に掲げる事項を記載した技術審査要領の交付を開始するも

のとし、申請書等の受領期限日まで希望者に無料で交付するものとする。 
２ 技術審査要領には、第５に掲げる事項（技術審査要領の入手方法に係る事項を除く。）及び次に掲

げる事項を記載するものとする。 
（１）入札公告日 

（２）契約責任者名 

（３）担当部署 

（４）業務内容の詳細 

（５）競争参加資格 

（６）業務提案書の作成様式及び記載上の留意事項 

（７）業務提案書の審査における審査項目及び審査の着目点 

（８）技能審査等の実施及び審査項目及び審査の着眼点 

（９）入札書の提出期限、場所及び方法並びに開札の日時及び場所 

（10）落札者の決定方法（料金収受業務及び交通管理業務の場合） 

（11）苦情の申立てに係る事項 

（12）再苦情の申立てに係る事項 

（13）業務提案書の作成に関する問合せ相談窓口 

（14）その他契約責任者が必要と認める事項 

３ 前項に掲げるもののほか、技術審査要領において、次に掲げる事項を明らかにするものとする。 

（１）業務提案書の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とすること。 
（２）業務提案書に虚偽の記載をした場合は、業務提案書を無効にすること。 
（３）提出された業務提案書は、返却しないこと。 
（４）提出された業務提案書は、競争参加資格の確認以外に提出者に無断で使用しないこと。 



（５）業務提案書の差替え及び再提出は認めないこと。また、業務提案書に記載した配置予定者は、

原則として、変更することができないこと。ただし、配置予定者が病気、死亡等極めて特別な

場合でやむを得ない理由により配置予定者の変更を行う場合には、当初の配置予定者と同等以

上の業務遂行能力を有するとの契約責任者の承諾を得ること。 
（６）第 10 に定める技能審査等において、維持管理役務を適正に遂行する能力を有すると認められ

た者の中から、入札公告別表に定める配置予定表等の必要人員を配置しなければならないこと。 
（７）業務提案書の提出方法は、持参又は郵送（書留郵便若しくは信書便に限る）によること。 

（８）その他契約責任者が必要と認める事項 

４ 技術審査要領は、維持管理役務ごとに定める標準技術審査要領例により作成するものとし、別冊

として、入札公告、仕様書及び技能審査等実施概要を添付するものとする。ただし、料金収受業務

及び交通管理業務の場合は技能審査等実施概要を添付しない。 
 
第７ 業務提案書作成説明会 

１ 契約責任者は、業務提案書作成説明会については、特に必要があると認める場合を除き、行わな

いものとする。 
２ 業務提案書作成説明会を実施する場合には、原則として業務提案書の提出期限の１０日前までに

実施するものとする。 

３ 業務提案書作成説明会への参加の申込みは、書面（様式は自由）を申込先へ持参又は郵送（書留

郵便若しくは信書便に限る）により行うものとし、電送によるものは受け付けないものとする。 

４ 業務提案書作成説明会への参加申込先は、当該維持管理役務の契約担当部署とする。 

５ 業務提案書作成説明会を実施する場合には、次に掲げる事項を入札公告において明らかにするも

のとする。 

（１）業務提案書作成説明会を実施する旨 

（２）業務提案書作成説明会の実施日時及び場所 

（３）業務提案書作成説明会への参加申込方法、申込期間及び申込先 
（４）その他契約責任者が必要と認める事項  

 

第８ 申請書等の提出 

１ 契約責任者は、入札参加希望者に対して、作成した申請書等を持参又は郵送（書留郵便若しくは

信書便に限る）とするよう入札公告に明示しておくものとする。 

２ 契約責任者は、特に必要があると認める場合には、競争参加資格等審査委員会の審議を経て、別

に日時を定めて業務提案書のヒアリングを実施することができる。 

３ 業務提案書のヒアリングは、業務提案書の提出期限の日の翌日から競争参加資格確認結果の通知

期限の日の前日までの間に実施するものとする。 

４ 業務提案書のヒアリングを実施する場合には、次に掲げる事項を入札公告において明らかにする

こと。 

（１）ヒアリングを実施する旨 

（２）ヒアリングの実施日時及び場所 

（３）その他契約責任者が必要と認める事項 

 



第９  業務提案書の審査 

１ 業務提案書を審査するための基準（以下「業務提案書審査基準」という。）については、維持管理

役務ごとに定める標準業務提案書審査基準を参考に業務審査会等で設定し、競争参加資格等審査委

員会の審議を経て、契約責任者が決定するものとする。 

２ 業務審査会等は、提出された業務提案書について、業務提案書審査基準に基づき審査を行い、審

査結果を競争参加資格等審査委員会に報告するものとする。 

 

第 10  技能審査等の実施及び審査 

１ 契約責任者は、入札参加希望者の業務実施能力を確認するため、技能審査等を行うことができる

ものとする。 

２ 技能審査等は、維持管理役務ごとに定める標準技能審査等実施要領により実施するものとする。 

３ 技能審査等の内容、実施日時、実施方法等の詳細及び技能審査等を審査するための基準（以下「技

能審査等評価基準」という。）については、業務審査会で設定し、競争参加資格等審査委員会の審議

を経て、契約責任者が決定するものとする。 

４ 料金収受業務については、知識審査（筆記審査）において収受員の合格必要人数を満たした者を

対象に技能審査を実施するものとする。なお、収受員に係る知識審査の結果の通知については、業

務審査会から報告を受けた契約責任者が知識審査結果通知書によりその旨通知するものとする。 

５ 業務審査会は、標準技能審査等実施要領の規定に基づき技能審査等の結果を競争参加資格等審査

委員会に報告するものとする。 

 

第 11 技能審査等方法説明会 
１ 契約責任者は、特に必要があると認める場合には、技能審査等方法説明会を実施することができ

るものとする。 
２ 契約責任者は、技能審査等方法説明会を実施する場合には、実施要領の説明を行うものとし、次

に掲げる事項を入札公告及び技術審査要領において明らかにするものとする。 
（１）技能審査等方法説明会を実施する旨 

（２）技能審査等方法説明会の実施日時及び場所 

（３）技能審査等方法説明会への参加申込方法、申込期間及び申込先 

（４）その他契約責任者が必要と認める事項 

３ 実施内容（課題、問題、評価基準等）に関する質問に対しては、回答しないものとする。 

 

第 12 使用器材等説明会 

１ 契約責任者は、特に必要があると認める場合には、使用器材等説明会を実施することができるも

のとする。 

２ 契約責任者は、使用器材等説明会を実施する場合には、次に掲げる事項を入札公告及び技術審査

要領において明らかにするものとする。 

（１）使用器材等説明会を実施する旨 

（２）使用器材等説明会の実施日時及び場所 

（３）使用器材等説明会への参加申込方法、申込期間及び申込先 

（４）その他契約責任者が必要と認める事項 



 

第 13 競争参加資格確認結果の通知 

 契約責任者は、入札参加希望者から提出された業務提案書及び入札参加希望者の技能審査等の結

果について、業務審査会による審査結果を踏まえ、競争参加資格等審査委員会において競争参加資

格の確認を行い、技能審査等結果通知書を添付のうえ（技能審査等を行う場合）、競争参加資格確認

結果を通知するものとする。 

 

第 14  苦情の申立て 

１ 契約責任者は、申請書等を提出した者のうち当該業務について競争参加資格がないと認めた者に

対して、競争参加資格等審査委員会の議を経て、競争参加資格がないと認めた旨及び理由（以下「競

争参加資格がないと認めた理由」という。）を競争参加資格確認結果通知書（別記様式２）により通

知するものとする。 

２ １の通知を受けた者は、通知をした日の翌日から起算して５日（休日を含まない。）以内に、競争

参加資格がないと認めた理由の説明請求書（別記様式３）により契約責任者に対して競争参加資格

がないと認めた理由についての説明を求めることができるものとする。 

３ 契約責任者は、２の競争参加資格がないと認めた理由についての説明を求められたときは、説明

を求めることができる最終日の翌日から起算して５日（休日を含まない。）以内に回答書（別記様式

４）により回答するものとする。 

４ １から３までの事項については、技術審査要領において明らかにするとともに、苦情申立ての方

法、受付期間、受付先及び２の事項については、１の通知において明らかにするものとする。 

５ １の通知は、当該業務に係る競争参加資格確認結果の通知と同時に行うものとする。 

６ １の通知において、競争参加資格がないと認めた理由については、競争参加資格がないと認めた

理由標準回答例（別紙－１）（以下「標準回答例」という。）を参考に、第３に規定する各項のうち、

いずれの観点から競争参加資格がなかったかを明らかにするものとする。 

７ ３の回答において、競争参加資格がないと認めた理由については、標準回答例を参考に、業務提

案書の審査又は技能審査等における評価項目及び評価の着目点から説明することとする。 

８ 契約責任者は、３の回答内容を競争参加資格等審査委員会に報告するものとする。 

 

第 15 再苦情申立て 

契約責任者は、技術審査要領及び第 14の３に定める回答において、次に掲げる事項を明らかにす

るものとする。 

（１）契約責任者からの競争参加資格がないと認めた理由の説明に不服がある者は、競争参加資格が

ないと認めた理由の説明に係る書面を受け取った日から７日（休日を含まない。）以内に、再苦情

申立書（別記様式５）により支社長（事務所契約の場合は、当該事務所を管轄する支社長とする。）

に対して再苦情の申立てを行うことができる旨及び再苦情申立てについては、入札監視委員会が

審議を行う旨 

（２）再苦情申立ての方法、受付期間及び受付先 

 

第 17 落札者の決定方法 



維持管理役務契約事務処理要領（平成２０年要領第４３号）第 16 条第 1項に基づき、料金収受

業務及び交通管理業務については総合評価落札方式によるものとし、施設保全管理業務については

価格落札方式によるものとする。 

 

第 18 総合評価落札方式 

１ 総合評価落札方式による場合の落札者は、入札価格が契約制限価格の制限の範囲内にある者のう

ち、次項以下に定める方法により得られた評価値の最も高い者とする。なお、評価値の最も高い者

が２者以上あるときは、当該者にくじを引かせて落札者を定める。 

２ 評価値は加算方式により算出することとし、次項に定める業務評価点と第４項に定める価格評価

点を合算した数値とする。 

３ 業務評価点とは、別に定める評価項目及び評価基準に基づき、技術的な要素を評価して付与する

点数をいい、配点を３０点とする。 

４ 価格評価点とは、入札価格を評価して付与する点数をいい、次の各号の数式に基づき算出する

ものとする。 

一 入札価格が維持管理役務低入札価格調査事務取扱要領（別紙２）に定める調査基準価格（以

下「調査基準価格」という。）以上の場合 

価格評価点＝１００×{１．８５－（入札価格÷契約制限価格）} 

二 入札価格が調査基準価格を下回る場合 

価格評価点＝１００×{０．１５＋（入札価格÷契約制限価格）} 

 

第 19  その他 

１ 維持管理役務ごとに定める発注関係資料は、次のとおりとする。 
一 料金収受業務 別添１ 
二 交通管理業務 別添２ 
三 施設保全管理業務 別添３ 

２ 維持管理役務を条件付一般競争入札に付する場合の標準的な日数は、維持管理役務ごとに定める

標準的日数のとおりとする。 

３ 契約細則第２７条第５項の規定に基づく低入札価格に関する取扱いについては、維持管理役務低

入札価格調査事務取扱要領（別紙２）によるものとする。 

４ 競争に付しても入札者がなかったために随意契約により契約締結した場合には、次年度の契約締

結は競争に付して行うこととし、入札（見積）者に対する指示書第 22（その他）は、【随意契約によ

る場合（最終年度）】を記載するものとする。 

 

 



維持管理役務における条件付一般競争入札方式の手続要領 様式一覧 
 
別記様式１（競争参加資格確認申請書） 

別記様式２（競争参加資格確認結果通知書） 

別記様式３（競争参加資格がないと認めた理由の説明請求書例） 

別記様式４（回答書） 

別記様式５（再苦情申立書） 

 
別紙－１（競争参加資格がないと認めた理由標準回答例） 

別紙－２（低入札価格調査事務取扱要領） 

 
別添１（料金収受業務） 別紙－１（標準業務提案書例） 

別紙－２（標準入札公告例） 

別紙－３（標準入札説明書例） 

      

別紙－４（標準業務提案書審査基準） 

別紙－５（知識審査結果通知書） 

別紙－６（技能審査等結果通知書） 

別紙－７（標準的日数） 

 

別添２（交通管理業務） 別紙－１（標準業務提案書例） 

別紙－２（標準入札公告例） 

別紙－３（標準入札説明書例） 

      

別紙－４（標準業務提案書審査基準） 

別紙－５（技能審査等結果通知書） 

別紙－６（標準的日数） 

 

別添３（施設保全管理業務） 別紙－１（技術資料例） 

別紙－２（標準入札公告例） 

別紙－３（標準技術審査要領例） 

 

別紙－４（標準技術審査基準） 

別紙－５（標準知識確認実施概要） 

別紙－６（標準知識確認要領） 

別紙－７（知識確認等結果通知書） 

別紙－８（標準的日数） 

 

 
 

 


